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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨と背景 

 我が国では、さまざまな障がい者制度改革が進められています。平成 15 年には、

行政がサービスの利用先や内容を決定する措置制度から、障がい者が、自身に必要な

サービスの利用先や内容を選択できる支援費制度へと転換しました。 

また、平成 18年には、「障害者自立支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律）」が施行され、障がいの状態を示す全国共通の尺度として

「障害程度区分」（現在は「障害支援区分」）が用いられるようになりました。これに

より、支援費制度の対象を身体障がい者及び知的障がい者に加え、精神障がい者も対

象とし、障がい種別のサービス体系を一元化することとしました。 

その後、平成 25年には、「障害者自立支援法」が「障害者総合支援法（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）」となりました。障がい者が地

域社会において日常生活又は社会生活を営むための支援を受けることができ、どこで

誰と生活するのかを選ぶことができる機会が確保されました。そして、地域社会での

共生や日常生活又は社会生活における障壁を除去するための施策を、総合的かつ計画

的に推進することとしています。 

障がい児への施策については、平成 28年の児童福祉法改正により、「障害児福祉計

画」の策定が市町村に義務付けられ、障がい児の支援のニーズの多様化に対応するた

めの支援の充実を図ることとしています。 

このような状況を踏まえながら、川辺町（以下、「本町」とする。）では、障害者基

本法の目的である「障害の有無に関わらず、相互に人格と個性を尊重しあいながら共

生する社会」を実現するため、平成 30 年度に「川辺町第３期障がい者計画・第５期

障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画」を策定し、障がい者施策の総合的な推進

を図ってきました。 

 このたび、「第５期川辺町障がい福祉計画・第１期川辺町障がい児福祉計画」が令和

２年度をもって計画期間を終了することから、これまでの障がい福祉サービス及び障

がい児福祉サービスの実施状況の見直しと、障がい福祉サービスの一層の推進を目的

に「第６期川辺町障がい福祉計画・第２期川辺町障がい児福祉計画」（以下、「本計画」

とする。）を策定します。 
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２ 法令改正等の動き 

■障がい福祉関連法令等の動向 

年 法・制度・動向 ポイント 

H23 [改正]障害者基本法施行 
・目的規定及び障がい者の定義の見直し 

・地域社会における共生 

・差別の禁止 

H24 

[改正]障害者自立支援法施行 
・基幹相談支援センターの設置や、計画相談支援の必須化

が盛り込まれるなど、相談支援体制の強化 

[改正]児童福祉法施行 
・障がい児施設の再編 

・放課後等デイサービス等の創設 

障害者虐待防止法施行 

・虐待を発見した者に通報の義務付け 

・虐待防止等の具体的スキームの制定 

・障がい者権利擁護センター、障がい者虐待防止センター

設置の義務付け 

H25 

障害者総合支援法施行 

（障害者自立支援法の改正） 

・基本理念の制定 

・障がい者の範囲見直し（難病等を追加） 

・支給決定のあり方は法施行後３年を目途に見直す 

障害者雇用率引き上げ 
・民間企業 2.0％、国、地方公共団体等 2.3％、都道府県等

教育委員会 2.2％へ 

H27 難病法施行 ・医療費助成の対象となる難病の範囲を拡大（順次拡大） 

H28 

障害者差別解消法施行 
・障がいを理由とする不当な差別的取り扱いや合理的配慮

不提供の禁止 

[改正]障害者雇用促進法施行 
・法定雇用率の算定基礎に精神障がい者を加える 

・障害者権利条約の批准に合わせた障がい者に対する差別

の禁止、合理的配慮の提供義務化 

障害者総合支援法及び 

児童福祉法の改正 

・障がい者が望む地域生活の支援 

・障がい児支援ニーズの多様化へのきめ細かな対応 

・サービスの質の確保・向上に向けた環境整備 

H30 

障害者基本計画（第４次） 

策定 

・当事者本位の総合的･分野横断的な支援 

・障がいのある女性、子ども、高齢者の複合的な困難や障が

い特性等に配慮したきめ細かい支援 

・障がい者団体や経済団体とも連携した社会全体における

取組の推進 

・社会全体における「心のバリアフリー」の取組の推進 

障害者雇用率引き上げ 
・民間企業 2.2％、国、地方公共団体等 2.5％、都道府県等

教育委員会 2.4％へ 

・障がい者雇用義務の対象に精神障がい者が加わる 

障害者文化芸術推進法 

施行 

・障がい者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合

的かつ計画的に推進することで、障がい者の個性と能力

の発揮及び社会参加を促進 

・地方公共団体に計画策定が努力義務化 

R１ 
障害者等の読書環境の整備

の推進に関する法律施行 

・視覚障がい者等の読書環境の整備を総合的かつ計画的に

推進することを目的とする 



3 

３ 計画の性格 

（１）計画の法的根拠 

本町における障がい者の人権を保障し、障がい福祉施策を円滑に実施するために、

障がい者福祉の方向性を見据えたサービス量等の目標を設定し、その確保のための方

策について定める計画です。障害者総合支援法第 88 条第１項に定める市町村障害福

祉計画と、児童福祉法第 33条の 20第１項に定める市町村障害児福祉計画を一体的に

策定することとします。 

 

（２）他計画との関係 

本計画は、本町の最上位計画である「川辺町総合計画」や本町の個別福祉計画であ

る「川辺町地域福祉計画」を上位計画とします。 

また、平成 29 年度に、障害者基本法第 11 条第３項に基づく「市町村障害者計画」

として策定した「川辺町第３期障がい者計画」では、障がい者施策全般における基本

的な方針を決定しました。本計画では、「川辺町第３期障がい者計画」と一体的な推進

ができるよう、各種障がい者福祉施策を推進します。 
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（３）計画の期間 

 本計画の期間は、令和３年度から令和５年度の３年間とします。計画の最終年度で

ある令和５年度には、本計画の評価・検証を行うこととします。 

 ただし、社会状況の変化や他計画との整合性を図るため、計画期間中においても、

必要に応じて見直しを行います。 

 

■計画の期間 

 

  

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

         

第３期川辺町障がい者計画 

第５期川辺町障がい 

福祉計画・第１期川辺町 

障がい児福祉計画 

第６期川辺町障がい 

福祉計画・第２期川辺町 

障がい児福祉計画 

第７期川辺町障がい 

福祉計画・第３期川辺町 

障がい児福祉計画（予定） 

第４期川辺町障がい者計画
（～令和 12 年（予定）） 
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４ 計画の対象等 

本計画の対象である「障がい者」の定義については、障害者基本法第２条第１項に

基づき、「身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がいを含む。）その他の心身

の機能の障がいがあり、障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活または社会生

活に相当な制限を受ける状態にある」人をいいます。また、高次脳機能障がいや難病

の患者もこの定義の｢障がい者｣に含まれます。 

また、「障がい児」の定義については、「児童福祉法」第４条第２項に基づき、「身

体に障がいのある児童、知的障がいのある児童、精神に障がいのある児童（発達障害

者支援法（平成十六年法律第百六十七号）第二条第二項に規定する発達障がい児を含

む。）又は治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障がい者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号）

第四条第一項の政令で定めるものによる障がいの程度が同項の厚生労働大臣が定め

る程度」である 18歳未満の人をいいます。 

 

５ 計画の策定体制 

本計画は、以下の経過を経て策定しました。 

（１）障がい福祉に関する事業所ヒアリング調査の実施 

 令和２年８月 21 日から９月７日にかけて、過去３年間で本町においてサービス提

供実績のある事業所を対象とした障がい福祉に関するアンケート調査を行いました。 

 

（２）策定委員会の開催 

 障がい福祉団体・事業所等の代表等から構成される「川辺町障がい福祉計画等策定

委員会」を設置し、本計画の内容に関して検討を重ねました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

 本計画の策定にあたっては、令和●年●月●日から●月●日にかけて、パブリック

コメントを実施しました。 
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６ 本計画策定におけるポイント 

■基本指針の見直しの主なポイント 

（令和２年５月 19日告示「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保する

ための基本的な指針の一部を改正する告示」） 

 

項目 内容（抜粋） 

１ 
地域における生活の維

持及び継続の推進 

グループホームの整備等、地域生活を希望する者が

地域での暮らしを継続することができるような体制

の確保。 

２ 

精神障がいにも対応し

た地域包括ケアシステ

ムの構築 

精神障がい者の精神病床から退院後の地域における

定着に関する成果目標を追加。 

アルコール、薬物等への依存症対策を推進。 

３ 
福祉施設から一般就労

への移行等 

就労移行支援、就労定着支援の取組を推進。 

就労継続支援Ａ型及びＢ型について成果目標を追

加。 

４ 
「地域共生社会」の実

現に向けた取組 

地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕

組み作りや制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの

確保等。 

５ 
発達障がい者等支援の

一層の充実 

ペアレントトレーニング等の支援体制を確保。 

発達障がいの診断等を専門的に行うことができる医

療機関等の確保。 

６ 
障がい児通所支援等の

地域支援体制の整備 

地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推

進。 

重症心身障がい児や医療的ケア児に対する支援体制

の整備。 

７ 
相談支援体制の充実・

強化等 

相談支援体制に関して各種機能の更なる強化・充実

に向けた検討を行う。 

８ 
障がい者の社会参加を

支える取組 

都道府県等による障がい者の文化芸術活動を支援す

るセンターの設置。 

視覚障がい者等の読書環境の整備。 

９ 
障がい福祉サービス等

の質の向上 

質の向上をさせるための体制を構築することを成果

目標に追加。 

10 障がい福祉人材の確保 
研修の実施、多職種間の連携の推進、積極的な周知・

広報等。 
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第２章 障がい者の動向 

１ 障がい者を取り巻く現状 

（１）人口の状況 

 本町の人口をみると、令和２年４月１日現在で 10,146 人となっており、継続して

減少しています。 

 年齢３区分別人口をみると、年少人口（０～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）は

減少していますが、老年人口（65歳以上）は増加しています。 

■人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年４月１日現在 

資料：川辺町役場 住民課 
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（２）障がい者の状況 

 本町の障害者手帳所持者数の推移をみると、650 人前後で推移しています。本町の

令和２年４月１日現在の障害者手帳所持者数をみると、身体障害者手帳所持者数が

456人、療育手帳所持者数が 110人、精神障害者保健福祉手帳所持者数が 77人となっ

ています。 

■障害者手帳所持者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年３月 31 日現在、精神障害者保健福祉手帳所持者数の令和２年は速報値 

資料：川辺町役場 健康福祉課 

 

身体障害者手帳所持者数の推移をみると、減少傾向となっています。身体障害者手

帳所持者を等級別にみると、１級が最も多くなっています。 

■障害等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年３月 31 日現在 

資料：川辺町役場 健康福祉課  
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31

31

30

28 

29 

44
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3
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肢体不自由 内部障がい

（人）

身体障害者手帳所持者を障がい種別にみると、肢体不自由が 257人で全体の半数以

上を占めています。次いで、内部障がいが 129人で全体の約３割を占めています。 

■障がい種類別身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年３月 31 日現在 

資料：川辺町役場 健康福祉課 

 

療育手帳所持者数の推移をみると、平成 28年から平成 29年に増加し、以降ほぼ横

ばいとなっています。判定区分別にみると、Ｂ２（軽度）が最も多くなっています。 

■判定区分別療育手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年３月 31 日現在 

資料：川辺町役場 健康福祉課 
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精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、５年間で 1.28 倍となり、年々

増加傾向となっています。 

障がい等級別にみると、２級が増加傾向となっています。 

■障がい等級別精神障害者手帳所持者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年３月 31 日現在、令和２年は速報値 

資料：川辺町役場 健康福祉課 

 

 

自立支援医療（精神通院医療）受給者をみると、90人台で推移しています。 

■自立支援医療（精神通院医療）受給者 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
 

※各年３月 31 日現在、令和２年は速報値 

資料：川辺町役場 健康福祉課   

15

17

16

16

15

39

45

50

48

55

6

5

5

7

7

60

67

71

71

77

0 25 50 75 100

平成28年

平成29年

平成30年

平成31年

令和２年

１級 ２級 ３級

（人）



11 

68

66

64

44

41

0 20 40 60 80 100

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

平成31年

（人）

10

10

12

11

10

0 5 10 15 20

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

平成31年

（人）

（３）難病患者等の状況 

 難病医療費等助成受給者数をみると、一貫して減少傾向となっています。 

■難病医療費等助成受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

※各年３月 31 日現在 

資料：可茂保健所 

 

 

 

 小児慢性特定疾病認定者数をみると、10人程度で推移しています。 

■小児慢性特定疾病認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年３月 31 日現在 

資料：可茂保健所 
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２ サービスの利用状況 

（１）訪問系サービスの利用状況 

①居宅介護 

 自宅で入浴、排せつ、食事の介護等を

行うサービスです。 

利用者数は、減少傾向にあったものの、

平成 29 年度以降は増加傾向となってい

ます。令和元年度は、169 時間分の利用

実績となっています。 

 

②重度訪問介護 

重度の肢体不自由者もしくは知的障がい又は精神障がいで、常に介護を必要とする

人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に

行うサービスです。 

本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間にサービスを利用した人は、

いません。 

 

③同行援護 

 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人が外出をする際に、移動に必要な

情報の提供や援護等の外出支援を行うサービスです。 

 平成 30年度まで利用時間が増加傾向にありましたが、令和元年度には平成 30年度

のおよそ 30分の１まで減少しています。 

 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用実人数（人分） 1 1 1 2 1 

利用時間（時間分） 7 12 20 46 2 
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④行動援護 

 知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有する人が行動するときに、

危険を回避するために必要な支援、外出支援を行うサービスです。 

 本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間にサービスを利用した人は、

いません。 

 

⑤重度障害者等包括支援 

 常時介護を要する障がいがあり、意思疎通を図ることに著しい支障がある人のうち、

四肢の麻痺及び寝たきりの状態にあり、知的障がいや精神障がいにより行動上著しく

困難を有する人に対し、居宅介護や重度訪問介護等の複数のサービスを包括的に行う

サービスです。 

 本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間にサービスを利用した人は、

いません。 

 

（２）日中活動系サービスの利用状況 

①生活介護 

 常に介護を必要とする人に、昼間、入

浴、排せつ、食事の介護等を行うととも

に、創作的活動又は生産活動の機会を提

供するサービスです。 

 本町の令和元年度の利用者数は約 27

人で、利用日数は 532日、一人あたり約

20日間の利用となっています。 

 

②自立訓練（機能訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上の

ために必要な訓練を行うサービスです。 

 本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間にサービスを利用した人は、

いません。 
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③自立支援（生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活等に関する相談及び

助言などの支援を行うサービスです。 

本町では、宿泊型自立訓練を利用しながら自立支援（生活訓練）を受けています。

平成 29 年度に利用者数は１名となり、それに伴い利用日数が減少しましたが、それ

以外では利用者数２名で、利用日数は年間 20日前後となっています。 

 

 

④就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力を習得

するために訓練を行うサービスです。 

 本町では、平成 29年度まで利用がありましたが、平成 30年度以降はサービスを利

用した人は、いません。 

 

 

⑤就労継続支援（Ａ型） 

 一般企業等での就労が困難な障がい

者に雇用契約に基づく生産活動の機会

の提供、知識及び能力の向上のために必

要な訓練等を行うサービスです。 

 本町では、平成 27 年度以降、利用者

数は増加傾向です。また、利用日数は、

利用者数と同様の傾向となっています。 

 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用実人数（人分） 2 2 1 2 2 

利用時間（時間分） 40 44 22 44 38 

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用実人数（人分） 1 1 1 0 0 

利用日数（日分） 17 17 2 0 0 
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⑥就労継続支援（Ｂ型） 

 一般企業等での就労が困難な障がい

者に、生産活動などの機会の提供、知識

及び能力の向上のために必要な訓練な

どを行うサービスです。 

 本町では、平成 28 年度に利用日数・

実人数ともに減少となりましたが、その

後ともに増加となっています。 

 

⑦就労定着支援 

 一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行うサ

ービスです。 

 本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間にサービスを利用した人は、

いません。 

 

⑧療養介護 

 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練や療養上の管理、看護、介

護及び日常生活の世話を行うサービスです。 

 本町では、平成 29年度以降、利用者が２人となっています。 

 

 

⑨短期入所（福祉型） 

 自宅で介護する人が病気の際などに、

短期間、夜間も含め、障がい者支援施設

等で実施する、入浴、排せつ、食事の介

護等を行うサービスです。 

 本町では、利用日数が 20 日前後で推

移していますが、平成 30 年度のみ約２

倍となっています。 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用実人数（人分） 1 1 2 2 2 
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⑩短期入所（医療型） 

 自宅で介護する人が病気の際などに、短期間、夜間も含め、病院、診療所、介護老

人保健施設等で実施する、入浴、排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 

 本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間にサービスを利用した人は、

いません。 

 

（３）居住系サービスの利用状況 

①自立生活援助 

 障がい者支援施設やグループホーム等を利用していた障がい者の一人暮らしに必

要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の対応により日常生活に

おける課題を把握し、必要な支援を行うサービスです。 

 本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間にサービスを利用した人は、

いません。 

 

②共同生活援助 

 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事の介護、日常生活

上の援助を行うサービスです。 

 本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間のサービス利用者は毎年度３

～４人となっています。 

 

 

③施設入所支援 

 施設に入所する人に対し、夜間や休日、

入浴、排せつ、食事の介護等を行うサー

ビスです。 

本町では、平成 27年度から平成 29年

度まで利用者が減少しましたが、その後

横ばいとなっています。 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用実人数（人） 3 3 3 4 4 
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（４）相談支援の利用状況 

①計画相談支援 

 サービスの利用にあたり、利用するサ

ービスの種類や内容に関する「サービス

等利用計画」の作成を行うサービスです。 

 本町での利用者は増加傾向で、令和元

年度は 13人となっています。 

 

②地域移行支援 

 障がい者支援施設、精神科病院、児童福祉施設を利用する 18 歳以上の者等を対象

として、地域移行支援計画の作成、相談による不安解消、外出の同行支援、住居確保、

関係機関との調整等を行うサービスです。 

 本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間にサービスを利用した人は、

いません。 

 

③地域定着支援 

居宅において単身で生活している障がい者を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急

時には必要な支援を行うサービスです。 

 本町では、平成 30年度に１人、令和元年度に２人が利用しています。 

 

 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用者数（人） 0 0 0 1 2 
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３ 地域生活支援事業の実績 

（１）必須事業 

①理解促進事業・啓発事業 

障がい者が日常生活や社会生活を送る際に生じる「社会的障壁」をなくし、障がい

者が地域で安心して暮らせるよう、地域の住民に対して、障がい者に対する理解を深

めるための啓発活動等を行う事業です。 

本町では、町や社会福祉協議会の広報誌等に障がいに関する情報を掲載し、周知し

ています。また、障がい者が関わる団体や事業所と連携し、町内の企業や教育機関で

の障がいの理解を促進する事業を実施しています。 

 

②自発的活動支援事業 

 障がい者が自立した日常生活や社会生活を送ることができるよう、障がい者やその

家族、地域住民等による自発的な取り組みを支援する事業です。 

 本町では、障がい者が活動するサロンや、スポーツ・レクリエーション活動等への

参加促進の支援を、情報や活動場所の提供等を通じて行っています。 

 

③相談支援事業 

障がい者やその保護者、介護者等の相談に応じ、必要な情報の提供や助言を行うと

ともに、権利擁護等の支援を行う事業です。また、賃貸契約による一般住宅への入居

が困難な障がい者に対し、入居に必要な調整等に係る支援を行っています。 

本町では、相談支援事業者との連携及び地域自立支援協議会の活性化により、地域

の実情や障がいの特性に応じた相談支援体制を整備しています。また、障害者相談支

援事業を７か所、地域自立支援協議会を１か所、基幹相談支援センターを１か所設置

し、相談支援体制の強化を進めています。 

 

④成年後見制度利用支援事業 

 障がい福祉サービスの利用において成年後見制度を利用することが効果的と認め

られる知的障がい者又は精神障がい者に対し、成年後見制度の申立てに必要な経費の

すべて又は一部を補助する事業です。 
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⑤成年後見制度法人後見人支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人の確保体制を

整備するとともに、市民後見人の活用も含めた活動を支援することで、障がい者の権

利擁護を図る事業です。 

 

⑥意思疎通支援事業（コミュニケーション支援事業） 

障がい者と障がいのない人の意思疎

通の支援を行う者の派遣や養成等を行

う制度です。 

本町では、平成 28年度及び平成 29年

度で利用者数が最も多くなっています。 

 

 

 

⑦日常生活用具給付等事業 

ア 介護・訓練支援用具 

障がい者を支援する用具や、障がい児が訓練に用いるイス等のうち、障がい者及び

介護者が容易に利用でき、実現性がある用具を給付又は貸与します。 

本町では、平成 28年度以降、利用件数は各年度１件となっています。 

 

 

イ 自立生活支援用具 

 障がい者の入浴、食事、移動等の自立生活を支援する用具のうち、障がい者が容易

に使用でき、実用性のあるものを給付又は貸与します。 

 本町では、平成 27年度以降、利用件数は各年度１～３件となっています。 

 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用件数（件） 0 1 1 1 1 

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用件数（件） 1 2 2 1 3 
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ウ 在宅療養等支援用具 

障がい者の在宅療養等を支援する用具のうち、障がい者が容易に使用でき、実用性

のある用具を給付又は貸与します。 

本町では、平成 30年度から利用されています。 

 

 

エ 情報・意思疎通支援用具 

障がい者の情報収集、情報伝達、意思疎通等を支援する用具のうち、障がい者が容

易に使用でき、実用性のあるものを給付します。 

 本町では、平成 30年度の利用が４件と最も多くなっています。 

 

 

オ 排せつ管理支援用具 

障がい者の排せつ管理を支援する用

具及び衛生用品のうち、障がい者が容易

に使用でき、実用性のあるものを給付又

は貸与します。 

本町では、平成 27年度以降、毎年 200

件前後の利用があります。 

 

 

 

カ 住宅改修費 

障がい者の居宅生活動作等を円滑にする用具であって、設置に小規模な住宅改修を

伴うものを給付又は貸与します。 

本町では、平成 30年度に２件、令和元年度に１件の利用となっています。 

 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用件数（件） 0 0 0 3 1 

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用件数（件） 1 1 0 4 1 

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用件数（件） 0 0 0 2 1 
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⑧手話奉仕員養成研修事業 

 聴覚障がい者が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、手話で

日常会話を行う手話奉仕員を養成するための研修を行う事業です。 

本町では、平成 28 年以降、美濃加茂市及び加茂郡広域と連携しながら手話講座を

実施しています。 

 

 

⑨移動支援事業 

障がい者の社会参加につながるよう、事業の周知を図り、利用を促進する事業です。 

 本町では、平成 27 年度から令和元年度までの５年間にサービスを利用した人は、

いません。 

 

 

⑩地域活動支援センター機能強化事業 

 利用者に対し創作的活動、生産活動の

機会の提供や、社会との交流などの地域

の実情に応じた支援を行います。また、

基礎的事業に加え、専門職員等の配置に

より、機能を強化する事業です。 

 本町では、平成 29年度から平成 30年

度にかけて利用者数が増加しています。 

 

 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

受講者数（人）  1 1 3 3 

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用者数（人） 0 0 0 0 0 
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（２）任意事業 

①訪問入浴サービス事業 

歩行が困難等の事情により居宅での入浴が困難な重度障がいのある人の居宅を訪

問し、入浴車にて入浴介護を行うサービスです。 

 本町では、毎月６日前後の利用となっています。 

 

 

②日中一時支援事業 

一時的に見守り等の支援が必要な、障

がい者の日中における活動の場を確保

し、障がい者の家族の就労支援及び障が

い者を日常的に介護している家族の一

時的な休息を図るサービスです。 

 本町では、利用実人数の大きな増減は

ありませんが、利用日数が年々減少とな

っています。 

 

 

 

③自動車運転免許取得・改造助成 

ア 自動車運転免許取得費の助成 

障がい者が、社会参加のために普通自動車運転免許を取得する場合に、取得費用の

一部を助成します。 

本町では、平成 28年度以降サービスを利用した人は、いません。 

 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用実人数（人分） 1 1 1 2 1 

利用日数（人日分） 7 4 8 6 5 

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用件数（件） 1 0 0 0 0 
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イ 重度身体障害者介助用自動車購入及び改造費助成事業 

 在宅の重度身体障がい者が、社会参加のため所有する自動車を購入・改造する必要

がある場合に、購入・改造に要する費用の一部を助成します。 

本町では、平成 27年度・平成 28年度にサービスを利用した人は、いません。また、

令和元年度の利用件数は、4件となっています。 

 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用件数（件） 0 0 2 1 4 
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４ 障がい児福祉サービスの実績値 

（１）児童発達支援 

 就学前の障がいのある児童に対し、日

常生活における基本的動作の指導、自活

に必要な知識や技能の付与又は集団生

活への適応のための訓練を行うサービ

スです。 

 本町では、利用日数・利用実人数とも

に増加となっています。 

 

（２）医療型児童発達支援 

上肢、下肢又は体幹の機能の障がいのある子どもに対する児童発達支援及び治療を

行うサービスです。 

本町では、平成 29年度以降の３年間でサービスを利用した人は、いません。 

 

 

（３）放課後等デイサービス 

就学中の障がい児が、放課後や夏休み等

の長期休暇中において、生活能力向上のた

めの訓練等を継続的に提供することにより、

学校教育と相まって障がい児の自立を促進

するとともに、放課後等の居場所づくりを

行うサービスです。 

 本町では、平成 29 年度の利用日数及

び利用実人数が最も多くなっています。 

 

 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用実人数（人分） 1 1 0 0 0 

利用日数（日分） 8 1 0 0 0 
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（４）保育所等訪問支援 

障がい児が障がい児以外の子どもとの集団生活に適応することができるよう、障が

い児の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な

支援を行うサービスです。 

 本町では、平成 30 年度まで利用がありましたが、令和元年度の利用は、ありませ

んでした。 

 

 

（５）居宅訪問型児童発達支援 

障がい、疾患などで個別のケアが必要な場合等に、居宅で１対１を基本とするきめ

細やかな保育を実施するサービスです。 

 平成 30 年度から創設されたサービスですが、本町では、令和元年度までの２年間

にサービスを利用した人は、いません。 

 

（６）障害児相談支援 

障がい児が障害児通所支援を利用する前

に障害児支援利用計画を作成し、通所支援

開始後、一定期間ごとにモニタリングを行

う（継続障害児支援利用援助）等の支援を行

います。 

本町では平成 27年度から増加が、一転平

成 30年度に減少し、再び令和元年度に増加

となっています。 

  

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

利用実人数（人分） 1 1 1 1 0 

利用日数（日分） 1 1 1 1 0 
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５ 成果目標の達成状況 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 目標値 
（平成 28 年度） 

実績値 
（令和２年４月） 

施設入所者 15人 16人 

施設入所者の削減数 1人 0人 

施設入所から地域生活へ移行した人数 2人 0人 

資料：川辺町役場 健康福祉課 

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 目標値 

（平成 28 年度） 
実績値 

（令和２年４月） 

市町村ごとの保健、医療、福祉関係者に

よる協議の場の設置 

圏域による協議の場

の設置を検討 
整備未 

資料：川辺町役場 健康福祉課 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備 

 目標値 

（平成 28 年度） 
実績値 

（令和２年４月） 

地域生活拠点等を整備 

基幹相談支援センター

を核として面的整備の

検討 

平成 30 年４月より基幹

相談支援センターを核

として面的整備済 

資料：川辺町役場 健康福祉課 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

 目標値 

（平成 28 年度） 
実績値 

（令和２年４月） 

福祉施設から一般就労への移行者 2人  0人 

就労移行支援事業利用者数 2人  0人 

就労移行支援事業所ごとの就労移行率 50％  0％ 

就労定着支援事業による 1 年後の職場

定着率 

令和元年度：100％ 

令和２年度：100％ 

令和元年度：0％ 

令和２年度：0％ 

資料：川辺町役場 健康福祉課 



27 

（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

 目標値 
（平成 28 年度） 

実績値 
（令和２年４月） 

児童発達支援センターの設置 
令和２年度末までに圏

域１つ以上確保を検討 
圏域に整備済 

保育所等訪問支援の充実 構築済（継続） 構築済（継続） 

主な重症心身障がい児を支援する児

童発達支援事業所及び放課後デイサ

ービス事業所の確保 

令和２年度末までに圏

域１つ以上確保を検討 
整備未 

医療的ケア児支援のための関係機関

の協議の場の設置 

平成 30 年度までに協議

の場の設置を検討 
整備未 

資料：川辺町役場 健康福祉課 
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６ 事業所ヒアリング調査の結果 

（１）調査目的 

 本計画の策定にあたり、福祉サービスの利用状況などを把握し、計画策定や施策の

推進のための検討資料を得る目的で実施しました。 

 

（２）調査概要 

区分 内容 

調査地域 川辺町及び近隣市町村 

調査対象 
川辺町民の利用実績がある 

障がい福祉サービス提供事業所 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 令和２年８月 21日～令和２年９月７日 

配布件数 81件 

有効回収件数 59件 

有効回収率 72.8％ 

 

（３）主な調査結果 

① 各種サービスの町民の利用状況及び利用者の動向 

回答事業所の令和２年４月時点のサービス提供状況は次のようになっています。 

また、最近３年間の利用者の動向をみると、増えているサービスは、「短期入所」

「就労継続支援（Ａ型）」「計画相談支援」「障害児相談支援」「児童発達支援」「医療型

児童発達支援」「放課後等デイサービス」となっています。 
 

サービス種別 
件
数 

町民の 

利用率 

最近３年間の利用者の動向 

増えている 減っている 変わらない わからない 

介
護
給
付 

居宅介護 14 43.8％ 1 1 3 0 

重度訪問介護 0 - 0 1 2 0 

同行援護 3 100.0％ 0 0 1 0 

行動援護 0 0.0％ 0 0 1 0 

生活介護 27 2.6％ 4 6 4 0 

療養介護 2 0.9％ 1 0 2 0 
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サービス種別 
件
数 

町民の 

利用率 

最近３年間の利用者の動向 

増えている 減っている 変わらない わからない 

短期入所 13 4.3％ 6 2 5 0 

施設入所支援 14 1.9％ 0 3 5 0 

訓
練
等
給
付 

就労移行支援 0 0.0％ 1 0 0 0 

就労継続支援（Ａ型） 23 10.2％ 6 0 5 0 

就労継続支援（Ｂ型） 12 5.8％ 4 1 7 0 

自立訓練（機能訓練） 2 12.5％ 0 0 1 0 

共同生活援助 

（グループホーム） 
2 1.5％ 0 1 5 0 

相
談
支
援 

計画相談支援 63 3.0％ 8 1 3 0 

地域移行支援 0 - 0 0 5 0 

地域定着支援 1 33.3％ 1 0 5 0 

障
害
児 

通
所
支
援 

障害児相談支援 20 6.9％ 5 0 2 0 

児童発達支援 9 6.4％ 5 2 0 0 

医療型児童発達支援 1 5.6％ 1 0 0 0 

放課後等デイサービス 32 14.0％ 7 1 2 0 

地
域
生
活 

支
援
事
業 

地域活動支援センター 35 4.3％ 1 0 0 1 

移動支援 0 0.0％ 0 0 2 0 

日中一時支援 4 3.1％ 2 0 4 0 

※各サービスの「最近３年間の利用者の動向」について最も回答数が多かった選択肢に色を付け
ています。 

※下記のサービスについては回答がなかったため、上記表の一覧には掲載していません。 

介護給付  ：重度障害者等包括支援 
訓練等給付  ：就労定着支援／自立訓練（生活訓練） 
障害児通所支援等 ：保育所等訪問支援／居宅訪問型児童発達支援 

 

②サービスの拡充または開設について 

本計画の計画中において、生活介護と短期入所でそれぞれ１事業所が拡充または新

規開設予定となっています。 
 

サービス名 項目 
拡充または新規開設予定時期 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 
事業所数（か所） - - 1 - 

定員数（名） - - 5 - 

短期入所 
事業所数（か所） - 1 - - 

定員数（名） - 2 - -   



30 

③事業所の職員の過不足状況について 

事業所の業務量に対する職員の過不足状況は、「適当である」が 40.7％と最も高く、

次いで「やや不足している」が 23.7％となっています。なお、『不足している』（「大

変不足している」「不足している」及び「やや不足している」の合算）と感じている事

業所は、全体の 52.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④本町における障がい福祉サービス等事業所の新規参入や定員の拡充などの促進の

ために必要なこと 

川辺町における障がい福祉サービス等事業所の新規参入や定員の拡充などを促進

するために行政として必要なことについては、「サービスを利用する障がい者数の今

後の見込みに関する情報の提供」が 64.4％と最も高く、次いで「新たな職員の確保に

関する支援や情報の提供」が 42.4％、「各種障がい特性に対応できる職員の育成に関

する支援や情報の提供」が 37.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.8 22.0 23.7 40.7 

1.7 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=59)

大変不足している 不足している やや不足している

適当である 過剰である 不明・無回答
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第３章 基本目標と基本方策 

１ 基本目標 

 川辺町第５次総合計画において、町の将来像として設定されている「清流と人が織

りなす活力あるまち」の実現のため、福祉・医療・社会保障の分野では「誰もが安心

して暮らせるまちづくり」が基本目標として掲げられています。また、総合計画の基

本目標及び障害者基本法に位置付けられている『すべての国民が、障害の有無によっ

て分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実

現』といった目標を踏まえる必要があります。 

 本計画の基本目標では、このような背景を基に、「互いに個性を認め、支え合える笑

顔があふれるまちの実現」を継続して基本目標として設定します。 

 

【基本目標】 

互いに個性を認め、支え合える 

笑顔があふれるまちの実現 
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２ サービス提供に向けた基本方針 

本計画においては、国が示す障がい福祉計画の基本的理念を踏まえた上で、本町の

現状に合わせて以下の基本方針を持ち、障がい福祉サービス等の円滑な提供を図りま

す。 

 

（１）利用者主体のサービス提供体制の充実 

共生社会を実現するため、障がい者の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配

慮しながら、障がい者が必要とする障がい福祉サービスその他の支援を受けるととも

に、その自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障がい福祉サービス

及び障がい児通所支援等の提供体制の整備を進めます。 

また、障がい者がその障がい種別によらず、地域で多様なサービスを受けることが

できるよう、中濃圏域の市町村との連携を図ります。 

 

（２）地域生活の継続への支援 

障がい者が自立して生活や就労がしやすい環境づくりに向け、地域生活の継続、就

労の促進等に対応したサービス提供体制の整備を行います。 

 

（３）障がい児の健やかな育成のための発達支援  

障がい児福祉計画を定め、障がい児及びその家族に対し、身近な地域で生活しやす

いよう、障がい児通所支援等の充実に努めるとともに、日常生活における課題につい

ても支援できる体制づくりを進めていきます。 

 

（４）サービスの質の向上 

障がい者の重度化・高齢化が進む中でも、将来にわたって安定的に障がい福祉サー

ビス等を提供し、さまざまな障がい福祉に関する事業を実施していくためには、提供

体制の確保と併せて、サービスの質を向上させる必要があります。そのため、専門性

を高めるための研修の実施、多職種間の連携の強化等をはじめ、関係者の協力により

取り組みを推進します。 

 
※中濃圏域…関市・美濃市・美濃加茂市・可児市・坂祝町・富加町・川辺町・七宗町・八百津町・白川町・東白川

村・御嵩町の 4 市７町１村  
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第４章 計画の数値目標の確保方策 

１ 国の基本指針 

本計画は、厚生労働省が示す障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実

施を確保するための基本的な指針の内容を踏まえて策定します。主な内容は、以下の

とおりです。 

※下線部分は変更又は新規の内容 

（１）基本的理念 

１ 障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 
２ 市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福祉サービスの
実施等 

３ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応したサー
ビス提供体制の整備 

４ 地域共生社会の実現に向けた取組 
５ 障害児の健やかな育成のための発達支援 
６ 障害福祉人材の確保 
７ 障害者の社会参加を支える取組 

（２）障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方 

１ 全国で必要とされる訪問系サービスの保障 
２ 希望する障害者等への日中活動系サービスの保障 
３ グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備と機能の充実 
４ 福祉施設から一般就労への移行等の推進 
５ 強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害者に対する支援体制の充実 
６ 依存症対策の推進 

（３）相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

１ 相談支援体制の構築 
２ 地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 
３ 発達障害者等に対する支援 
４ 協議会の設置等 

（４）障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

１ 地域支援体制の構築 
２ 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 
３ 地域社会への参加・包容の推進 
４ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 
５ 障害児相談支援の提供体制の確保 
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２ 本計画の成果目標 

障がい者の地域生活への移行や就労支援、障がい児の健やかな成長のため、本計画

における成果目標を、国の基本指針に基づくとともに、本町や中濃圏域の実情を考慮

し、設定します。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

国指針 

①地域生活に移行する人数 

令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行するこ

とを基本とする。 

②施設入所者数の削減 

令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から

1.6％以上削減することを基本とする。 

本町の 

目標 

実績 施設入所者数 0人 

目標 
①地域移行者数 1人 

②施設入所者数の削減 1人 

※実績は令和元年度末時点、目標は令和５年度末時点。 

 
 

（２）地域生活支援拠点等の整備  

国指針 

地域生活支援拠点等の充実 

令和５年度末までの間、各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援

拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証

及び検討することを基本とする。 

本町の 

目標 

実績 地域生活支援拠点等 整備済 

目標 
①地域生活支援拠点等 整備済 

②地域生活支援拠点の運用状況の検証 実施 

 
※実績は令和元年度末時点、目標は令和５年度末時点。 
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（３）福祉施設から一般就労への移行  

国指針 

①一般就労への移行者数 

令和元年度の一般就労への移行実績の 1.27 倍以上が令和５年度中に一

般就労に移行することを基本とする。 

ア．就労移行支援事業 

令和元年度の一般就労への移行実績の 1.30 倍以上とすることを基本

とする。 

イ．就労継続支援Ａ型事業 

令和元年度の一般就労への移行実績の概ね 1.26 倍以上とすることを

基本とする。 

ウ．就労継続支援Ｂ型事業 

令和元年度の一般就労への移行実績の概ね 1.23 倍以上とすることを

基本とする。 

②就労定着支援事業利用者 

令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する

者のうち、７割が就労定着支援事業を利用することを基本とする。 

③就労定着支援事業の就労定着率 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７

割以上とすることを基本とする。 

本町の 

目標 

実績 

①一般就労への移行者数 0人 

ア．就労移行支援事業 0人 

イ．就労継続支援Ａ型事業 0人 

ウ．就労継続支援Ｂ型事業 0人 

②就労定着支援事業利用者 0人 

③就労定着支援事業の就労定着率 0.0％ 

目標 

①一般就労への移行者数 1人 

ア．就労移行支援事業 1人 

イ．就労継続支援Ａ型事業 1人 

ウ．就労継続支援Ｂ型事業 1人 

②就労定着支援事業利用者 1人 

③就労定着支援事業の就労定着率 75.0％ 
※実績は令和元年度末時点、目標は令和５年度末時点。 
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（４）障がい児支援の提供体制の整備等  

国指針 

①児童発達支援センターの設置 

令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村又は各圏域に少

なくとも１か所以上設置することを基本とする。 

②保育所等訪問支援の実施 

令和５年度末までに、各市町村において、保育所等訪問支援を利用でき

る体制を構築することを基本とする。 

③児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保 

令和５年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事

業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村又は各圏域に少なくと

も１か所以上確保することを基本とする。 

④医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネ

ーターの配置 

令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、保健、医療、障が

い福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設ける

とともに、医療的ケア児に関するコーディネーターを配置することを基本

とする。 

本町の 

目標 

実績 

①児童発達支援センターの設置 整備済 

②保育所等訪問支援の実施 構築済 

③児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス

事業所の確保 
整備未 

④医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場

の設置及びコーディネーターの配置 
整備未 

目標 

①児童発達支援センターの設置 
整備 

（圏域） 

②保育所等訪問支援の実施 
構築 

（圏域） 

③児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス

事業所の確保 

設置 

（圏域） 

④医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場

の設置及びコーディネーターの配置 

設置 

（圏域） 

※実績は令和元年度末時点、目標は令和５年度末時点。 
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（５）相談支援体制の充実・強化等  

国指針 

相談支援体制の充実・強化等 

令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、総合的・専門的な

相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保す

ることを基本とする。 

本町の 

目標 
目標 

①総合的・専門的な相談支援機関の設置 
設置 

（圏域） 

②総合的・専門的な相談支援の実施 
確保 

（圏域） 

③訪問等による専門的な指導・助言 
確保 

（圏域） 

④相談支援事業者の人材育成の支援 
確保 

（圏域） 

⑤相談機関との連携強化の取り組みの実施 
確保 

（圏域） 

※目標は令和５年度末時点。 

 

 

（６）障がい福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る体

制の構築  

国指針 

障がい福祉サービス等の質の向上 

令和５年度末までに、障がい福祉サービス等の質を向上させるための取

り組みに関する事項を実施する体制を確保することを基本とする。 

本町の 

目標 
目標 

①岐阜県が実施する障がい福祉サービス等に係る

研修への職員の参加人数 
1人 

②障害者自立支援審査支払等システムによる審査

結果の共有体制の整備 
整備 

②障害者自立支援審査支払等システムによる審査

結果の共有回数 
1回 

※目標は令和５年度末時点。 

 

 

 

 

  



38 

 

３ 障がい福祉サービス等の見込み量及び確保策 

（１）訪問系サービス 

 

■第６期計画期間（１か月あたり見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

居宅介護 
人分 11 12 14 

時間分 187 204 238 

重度訪問介護 
人分 0 0 0 

時間分 0 0 0 

同行援護 
人分 1 1 1 

時間分 2 2 2 

行動援護 
人分 0 0 0 

時間分 0 0 0 

重度障害者等包括支援 
人分 0 0 0 

時間分 0 0 0 

 

■見込み量確保のための方策 

 

居宅介護の利用増加に備えるため、新たな事業者の参入を促進します。 

また、中濃圏域で円滑なサービスが提供できるよう、広域的な連携を通じてサービ

スの質の向上やサービスを提供している事業所との協議、事業所職員への研修等に取

り組みます。 

なお、利用見込みのないサービスについては、障がい者の希望に合わせてサービス

が提供できるよう、町内の体制整備や圏域における連携の強化を図ります。 
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（２）日中活動系サービス 

 

■第６期計画期間（１か月あたり見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

生活介護 
人分 29 30 31 

時間分 522 540 558 

自立訓練（機能訓練） 
人分 0 0 0 

時間分 0 0 0 

自立訓練（生活訓練） 
人分 4 6 8 

時間分 76 114 152 

就労移行支援 
人分 1 0 0 

時間分 12 0 0 

就労継続支援（Ａ型） 
人分 18 19 20 

時間分 324 342 360 

就労継続支援（Ｂ型） 
人分 11 12 14 

時間分 134 147 171 

就労定着支援 人分 0 0 0 

療養介護 人分 2 2 2 

短期入所（福祉型） 
人分 2 2 2 

時間分 20 20 20 

短期入所（医療型） 
人分 0 0 0 

時間分 0 0 0 

 

 

■見込み量確保のための方策 

 

生活介護は、町内にある「ゆうゆう舎川辺」「つくしんぼ」の利用者が大部分を占め

ています。今後、圏域の市町村との連携を図りながら、利用者にとって身近な地域で

日中活動の場を確保できるよう、サービス提供体制の構築を図ります。利用見込みが

ないサービスについても、希望があれば利用できるよう、相談支援や広域的連携等を

通じて対応を行います。 
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（３）住居系サービス 

 

■第６期計画期間（１か月あたり見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

共同生活援助 

（グループホーム） 
人 6 7 8 

施設入所支援 人 16 16 16 

自立生活援助 人 0 0 0 

 

 

■見込み量確保のための方策 

 

共同生活援助（グループホーム）については、入所施設や精神科病院からの地域移

行を進める上で、地域における生活の場として必要不可欠のサービスであるという認

識に基づき、新規事業者の参入を働きかけるなど、サービス提供体制の確保を図りま

す。 

施設入所支援については、地域移行への支援を行いつつ、施設入所が必要な人にサ

ービスを提供できるよう、整備を図ります。 

自立生活援助については、実績がなかったため、見込みを立てていませんが、障

がい者の希望に合わせてサービスの提供ができるよう、広域的な取り組みを含めた

支援を行います。 

 

 

（４）相談支援 

 

■第６期計画期間（１か月あたり見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

計画相談支援 人 19 23 28 

地域移行支援 人 1 1 1 

地域定着支援 人 2 2 2 
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■見込み量確保のための方策 

 

事業所ヒアリングによると、最近３年間の利用者の動向として、計画相談支援が増

加傾向となっています。利用者の意向や心身の状態等を踏まえ、一人ひとりに応じた

サービス利用計画等の作成を円滑に行えるよう、相談支援専門員養成研修の充実を図

るとともに、サービス提供事業所の新規参入を促します。 

相談支援においては、利用者への情報提供とサービスを必要とする人の適切な把握

に努めます。また、障がい種別に関わらず対応できる幅広い知識を備えた職員を育成

するため、県や関係機関等で実施する研修会などへ積極的な参加促進を図ります。 
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４ 地域生活支援事業の方策 

◆地域生活支援事業（必須事業） 

（１）理解促進研修・啓発事業 

 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

理解促進研修・啓発事業 実施 有 有 有 

 

■見込み量確保のための方策 

 

 引き続き、地域住民の障がい者に対する理解を深めるための取り組みを行います。

町や社会福祉協議会の広報誌等に障がいに関する情報を掲載したり、障がい者理解の

ための研修会等を開催します。さらに、障がい者が関わる団体や事業所と連携し、町

内の企業や教育機関での障がいの理解を促進する事業の実施を検討します。 

 

 

（２）自発的活動支援事業 

 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

自発的活動支援事業 実施 有 有 有 

 

■見込み量確保のための方策 

 

情報や活動場所の提供等を通じて、障がい者が活動するサロンや、スポーツ・レク

リエーション活動等への参加促進の支援を行います。 

また、障がい者が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障がい者

やその家族、障がい者団体などが自発的に行うピアサポート、災害対策やボランティ

ア活動支援等の取り組みへの支援体制の強化を図ります。 
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（３）相談支援事業 

 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

障害者相談支援事業 実施 有 有 有 

基幹相談支援センター 設置 有 有 有 

総合支援協議会 設置 有 有 有 

 

■見込み量確保のための方策 

 

 障がい者の相談・助言や情報提供等を専門的な立場から行う相談支援体制の充実を

図ります。 

また、各種窓口で受け付けた相談については、関係部署や中濃圏域との連携を図り、

支援体制を強化します。 

 

（４）成年後見制度利用支援事業 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

成年後見制度利用支援事業 人 1 1 1 

 

.■見込み量確保のための方策 

 

制度の利用を希望する人が円滑に利用できるよう、制度の周知・利用促進を図りま

す。 

また、サービス事業者や相談支援事業者など関係機関との連携体制を整備すること

で、成年後見制度の利用を支援します。 
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（５）成年後見制度法人後見支援事業 

 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

成年後見制度 

法人後見支援事業 
実施 有 有 有 

 
 

■見込み量確保のための方策 

 

法人後見活動を実施できる団体等を把握し、研修や組織体制の構築、専門職によ

る支援体制が可能となるよう、近隣市町村と検討します。 

また、各種窓口で受け付けた相談については、関係部署と連携を図りながら、情

報を共有して相談に対応していきます。 

 

 

（６）意思疎通支援事業（コミュニケーション支援事業） 

 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

コミュニケーション支援

事業（手話通訳） 
人 1 1 1 

 

■見込み量確保のための方策 

 

地域における手話通訳者や要約筆記者を必要とする人が事業を適切に利用できる

よう、人材確保に努めます。 

また、障がい者を対象にコミュニケーション支援事業を周知し、サービスの利用を

促進します。 
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（７）日常生活用具給付等事業 

 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

介護・訓練支援用具 件 0 0 0 

自立生活支援用具 件 4 5 7 

在宅療養等支援用具 件 0 0 0 

情報・意思疎通支援用具 件 0 0 0 

排泄管理支援用具 件 184 178 172 

住宅改修費 件 0 0 0 

 

■見込み量確保のための方策 

 

日常生活用具の利用希望者の把握に努めるとともに、実績がないため見込みのない

用具も含め、障がい者の特性や状況に応じた適切な日常生活用具を給付し、利用を促

進します。 

また、事業の周知、利用の普及・啓発、給付品目の拡充を行います。 

 

 

（８）手話奉仕員養成研修事業 

 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

手話奉仕員養成研修事業 人 2 2 2 

 

■見込み量確保のための方策 

 

近隣市町村等広域で連携し、手話奉仕員養成研修を実施することで、手話通訳ので

きる人材の確保に努めるとともに、手話奉仕員養成研修事業の周知を図ります。 
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（９）移動支援事業 

 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

移動支援事業 
人分 0 0 0 

時間分 0 0 0 

 

■見込み量確保のための方策 

 

障がい者の社会参加につながるよう事業の周知を図り、利用を促進します。 

 

 

（10）地域活動支援センター機能強化事業 

 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

地域活動支援センター 

機能強化事業 

事業数 3 3 3 

利用人数 53 60 67 

 

■見込み量確保のための方策 

 

中濃圏域における「ひびき」「すいせい」「かざぐるま」の各事業所に地域活動支援

センター事業の委託を継続し、事業内容を実施します。また、地域活動支援センター

の周知を図り、利用者の障がいの特性に合わせた活動を提供することで、障がい者の

利用を促進します。 
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◆地域生活支援事業（任意事業） 

（11）訪問入浴サービス事業 

■第６期計画期間（１か月あたり見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

訪問入浴サービス事業 
人分 1 1 1 

人日分 5 5 5 

 

 

■見込み量確保のための方策 

 

今後もサービスを安定的に供給できるよう、サービス量の確保及び質の維持に努め

ます。 

 

 

（12）日中一時支援事業 

■第６期計画期間（１か月あたり見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

日中一時支援事業 
人分 12 13 14 

日分 99 107 115 

 

■見込み量確保のための方策 

 

引き続き、住居の提供と日常生活の援助を行い、地域で安心した暮らしができるよ

う支援します。 
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５ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築  

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

保健、医療及び福祉関係
者による協議の場の開催
回数 

回 1 1 1 

保健、医療及び福祉関係
者による協議の場への関
係者の参加者数 

人 1 1 1 

保健、医療及び福祉関係
者による協議の場におけ
る目標設定及び評価の実
施回数 

回 1 1 1 

精神障がい者の地域移行
支援の利用者数 

人 1 1 1 

精神障がい者の地域定着
支援の利用者数 

人 2 2 2 

精神障がい者の共同生活
援助の利用者数 

人 1 1 1 

精神障がい者の自立生活
援助の利用者数 

人 1 1 1 

 

■見込み量確保のための方策 

 

保健、医療、福祉関係者等による協議の場を設けることで、関係者間における連携

体制の強化を図るとともに、精神障がい者の地域移行や社会参加等を促進します。 

 

  



49 

６ 発達障がい者に対する支援 

■第６期計画期間（年間見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

ペアレントトレーニング

やペアレントプログラム

の支援プログラム等の 

受講者数 

人/年 1 1 1 

ペアレントメンターの 

人数 
人/年 1 1 1 

ピアサポート活動への 

参加人数 
人/年 1 1 1 

 

■見込み量確保のための方策 

 

発達障がい等の早期発見・早期支援には、発達障がい者及びその家族等に対する支

援体制の確保が重要です。保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知

識や方法を身につけ、適切な対応ができるような支援体制の確保に関する各活動指標

の設定及び達成を目指します。 
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７ 障がい児福祉サービス等の見込み量と方策 

■第２期計画期間（１か月あたり見込み） 

サービスの種類 単位 
令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

児童発達支援 
人分 4 3 3 

人日分 32 24 24 

医療型児童発達支援 
人分 1 1 1 

人日分 6 6 6 

放課後等デイサービス 
人分 15 15 16 

人日分 180 180 192 

保育所等訪問支援 
人分 1 1 1 

人日分 1 1 1 

居宅訪問型児童発達支援 
人分 1 1 1 

人日分 1 1 1 

障害児相談支援 人分 11 16 23 

医療的ケア児の支援を調

整するコーディネーター

の配置人数 

人 1 1 1 

 

■見込み量確保のための方策 

 

地域における障がい児の状況把握に努め、各サービス提供事業所をはじめ、教育機

関や子育てに関わる機関等と広域的な連携を図り、支援を必要とする子どもの早期発

見と、速やかに療育につなげられるよう、切れ目のないサービスを提供します。 

また、医療的な措置や支援が必要な医療的ケア児やその家族が安心して生活を送る

ことができるよう、コーディネーターの配置を目指します。 

障がい児への適切な支援を行うため、事業所の確保及びサービスの質の向上に努め

ます。 

  



51 

８ 子ども・子育て支援 

（１）障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

障がい児については、子ども・子育て支援法において、「子ども・子育て支援の内容

及び水準は、全ての子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質か

つ適切なものでなければならない」と規定されており、障がい児及びその家族に対し

て、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の

構築を図ることが重要です。 

障がいの有無に関わらず児童がともに成長できるよう、地域社会への参加・包容（イ

ンクルージョン）を推進するため、障がい児の子ども・子育て支援等の利用ニーズの

把握及びその提供体制の整備においては、子育て支援施策と緊密な連携を図りながら、

障がい児の子ども・子育て支援事業の利用量の見込みとその提供体制を整備していき

ます。 

（２）障がい児の子ども・子育て支援等の利用量の見込みと提供体制 

障がい児の子ども・子育て支援事業の利用量の見込み及びその提供体制について

は、『第２期川辺町子ども・子育て支援事業計画』において、令和５年度末までの、障

がい児も含めた子ども全体の子ども・子育て支援事業の利用量の見込みとその提供体

制を定めていることから、連携を図りながら進めていきます。 

 

■第６期計画期間（１年あたり見込み） 

サービスの種類 単位 

利用ニー
ズを踏ま
えた必要
な見込み
量（人） 

定量的な見込み（人） 

令和３年度 

（2021） 

令和４年度 

（2022） 

令和５年度 

（2023） 

認定こども園 人/年 40 35 31 28 

放課後児童 
健全育成事業 
（児童クラブ） 

人/年 16 16 16 16 
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第５章 計画の推進体制 

１ 関係機関との連携 

（１）広域的連携の推進 

 施設整備等、本町のみでは取り組みが難しい施策や、広域的に取り組むことが効率的であ

る施策については、県や近隣市町村との連携を図り、推進します。 

 

（２）関係各課との連携 

障がい福祉に係る施策は、保健、医療、保育、教育、就労支援等、多岐の分野と関わってい

ます。そのため、庁内関係部署との横断的な連携を強化し、総合的な障がい者施策の推進を

図ります。 

 

（３）関係機関・事業所及び住民との協働 

障がいに関する各種事業所・団体等との連携を強化するとともに、住民一人ひとりの障が

いに対する理解やサービス等の利用促進を促すため、情報提供や情報公開を積極的に行い、

広報・啓発を推進します。 

 

２ 目標値の確認と進捗管理 

障害者総合支援法では、計画推進にあたってＰＤＣＡサイクルのプロセスを明示し、定期

的に計画の調査や評価を行うこととされています。地域自立支援協議会等で成果目標等の進

捗状況を確認し、目標数値の達成度への評価や達成していない場合の背景等の検証を行った

うえで、必要な対策や改善を実行します。  
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